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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第36期中は、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 7,568,252 8,234,595 9,042,680 16,663,982 17,750,634 

経常利益 （千円） 250,089 221,306 675,979 891,684 902,339 

中間(当期)純利益 （千円） 128,361 121,514 280,141 459,031 530,169 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,881,867 1,881,867 1,881,867 1,881,867 1,881,867 

発行済株式総数 （千株） 9,008 9,008 9,008 9,008 9,008 

純資産額 （千円） 6,192,442 6,530,587 7,189,001 6,536,396 6,945,598 

総資産額 （千円） 11,004,429 11,454,337 12,416,878 12,089,618 12,582,741 

１株当たり純資産額 （円） 761.10 802.67 861.16 800.49 844.75 

１株当たり中間(当

期)純利益金額 
（円） 15.58 14.94 33.95 53.20 61.16 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） － 14.60 32.96 52.89 59.83 

１株当たり中間(年

間)配当額 
（円） － － 9.0 12.00 12.00 

自己資本比率 （％） 56.3 57.0 57.9 54.1 55.2 

営業活動による  

キャッシュ・フロー 
（千円） 806,467 98,146 △98,160 1,077,477 793,222 

投資活動による  

キャッシュ・フロー 
（千円） 154,482 △177,331 △348,709 519,015 △492,116 

財務活動による  

キャッシュ・フロー 
（千円） △336,932 △217,287 157,084 △169,644 △567,481 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
（千円） 3,169,674 3,676,033 3,416,343 3,972,505 3,706,129 

従業員数 （人） 1,462 1,466 1,423 1,442 1,434 



２【事業の内容】 

  当中間会計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

    なお、平成17年４月に経営組織の改編を行なったことに伴い、経営資源の配分と事業の実態を適切に反映させるた

め、当中間会計期間より事業部門の区分変更を行なっております。各事業区分の内容は次のとおりであり、業務内

容、業務形態および要素技術の類似性により区分しております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 上記従業員は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、顧問、嘱託は含まれておりません。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、従業員との関係は良好に推移しております。 

新事業部門区分 業務内容 旧事業部門区分 

ソフトウェア開発     

 システム・インテグレーション 
業務系ソフトウェアの請負開発およびシステム構築、

ソフトウェアプロダクト  
ソフトウェア開発 

 受託ソフトウェア開発 業務系ソフトウェアのオンサイト開発  ソフトウェア開発 

情報処理サービス 
システム等管理運営およびそれに付随するソフトウェ

ア開発、ネットワーク管理監視、システム機器販売  
 情報処理サービス 

エンベデッド・ユビキタス／半導体関連     

 エンベデッド・ユビキタス 
モバイル、移動体通信、カーエレクトロニクス分野向

け組み込みソフトウェア開発 
 ソフトウェア開発 

    半導体関連 

半導体製品の開発に伴う設計・評価・解析業務、半導

体デバイスの設計・製作、電子応用機器に関するシス

テム設計、ハードウェア・ソフトウェア開発 

半導体開発関連 

ソフトウェア開発  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,423 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績  

  当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加、個人消費の持ち直しなどに支えられ、

総じて緩やかな回復基調のうちに推移しました。その一方で、原油をはじめとする原材料価格の高騰が内外経済に与

える影響が懸念されるなど、不安要素も顕在化しております。 

  当情報サービス業界におきましては、好調な企業業績を反映してアウトソーシング関連を中心に情報化投資意欲が

回復し、また平成17年4月に「個人情報の保護に関する法律」が施行されたことを契機にセキュリティ関連商品・サ

ービスが注目されるなど、全般的に底堅い動きとなりました。しかしその一方、ユーザ企業の投資対効果を追求する

姿勢は以前にも増して鮮明となり、受注競争が激化するとともにオフショアの活用を含めたコストダウン圧力が継続

するなど、依然として厳しい経営環境が続いております。 

  当社はこのような環境のなかで、「事業構造転換への挑戦」「業務プロセスの確立と実践」「お客様満足度の向

上」を全社方針として掲げ、大規模な経営組織の改編、プロジェクト採算の厳格な管理の徹底、業務費の大幅な削減

など、企業風土の変革と、顧客志向をベースにしたオンサイト事業のサービス価値向上および請負ソフトウェア開発

の生産性向上のための諸施策を強力に推進してまいりました。 

 また、顔認証システム「＠Ｆａｃｅシリーズ」をはじめとしたセキュリティ関連商品の拡販を図るため、ソリュー

ション営業部を新設し、本社にショールームを開設するなど、商品販売力の強化にも注力してまいりました。 

  これらの結果、当中間会計期間の売上高は90億42百万円と前年同期比9.8％の増加となりました。一方、利益面に

つきましては、ソフトウェア請負開発におけるプロセス監理の徹底による不採算案件の減少、要員稼働率の向上、な

らびに全社的なコスト削減の効果などにより、営業利益は６億64百万円（前年同期比244.9％増）、経常利益は６億

75百万円（同205.4％増）となりました。また、関西支社の事務所移転等に伴う固定資産売却・除却損、出資先企業

株式の投資有価証券評価損ならびに出資先企業への債権に対する貸倒引当金など特別損失１億90百万円を計上した結

果、中間純利益は２億80百万円（同130.5％増）となりました。 

部門別の概況は次のとおりです。なお、当中間会計期間から事業部門を変更したため、前年同期比較に当たっては

前中間会計期間分を変更後の区分に組み替えて行なっております。 

（ソフトウェア開発部門） 

 ソフトウェア開発部門は、汎用大型コンピュータやクライアント／サーバ（ＣＳＳ）系ソフトウェア開発、Ｊａ

ｖａなどを使ったＷｅｂアプリケーションの構築に関するシステム・インテグレーションおよび受託ソフトウェア

開発を行なっております。主要大口顧客向け案件が順調に増加した他、金融・公共・流通等の顧客向け基幹システ

ム構築案件の売上が大きく伸びたことにより、売上高は52億26百万円（前年同期比13.6％増）となりました。 

（情報処理サービス部門） 

 情報処理サービス部門は、汎用大型コンピュータの管理運営業務からネットワークシステムなどの管理監視業務

まで、情報システムに関する総合サービスを行なっております。ユーザからの底堅い需要に支えられ受注が増加す

るとともに、アウトソーシング関連の案件が堅調に推移した結果、売上高は17億98百万円（前年同期比10.3％増）

となりました。 

（エンベデッド・ユビキタス／半導体関連部門） 

 エンベデッド・ユビキタス／半導体関連部門は、モバイル、移動体通信、カーエレクトロニクスなどの分野向け

組み込みソフトウェア開発と、情報通信機器の中核となるメモリ、システムＬＳＩなど半導体製品に関する設計・

評価・解析業務を主に行なっております。エンベデッド・ユビキタス分野は、携帯電話基地局やカーナビシステム

の案件がやや伸び悩みましたが、半導体関連分野においては、半導体市況が回復しつつあるなかで、評価・解析に

おけるより高度な技術を要求される業務分野への拡大に努めた結果、売上高は20億17百万円（前年同期比0.7％

増）となりました。 

  また、上記各事業部門の売上高はそれぞれ商品関連売上高を含んでおりますが、当中間会計期間の商品関連売上

高は、統合ＩＴ資産管理ソフトウェア「LANDesk」およびコールセンターサポートシステム「おてがるコールセン

ター」が堅調に推移したものの、放送局向けシステム開発支援ソリューションや人事給与システム構築ソフトウェ

アの売上が需要の一巡にともない前年同期を下回った結果、売上高は１億36百万円（前年同期比36.6%減）となり

ました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

が98百万円の支出、投資活動によるキャッシュ・フローが３億48百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーが１億57百万円の収入となったことにより、資金の減少額が２億89百万円となり当中間会計期間末の資金残高

は、34億16百万円（前年同期比7.1％減）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は98百万円（前年同期は、得られた資金98百万円）となりました。  

 これは主に、税引前中間純利益が４億86百万円計上され、売上債権が１億54百万円減少したこと等による収入が

あったものの、法人税等の支払額が８億12百万円、たな卸資産の増加が１億56百万円あったこと等によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は３億48百万円（前年同期比96.6％増）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の取得による支出が43百万円、社内システムの再構築に伴う無形固定資産の取得によ

る支出が１億73百万円、事務所移転等に伴う有形固定資産の取得による支出が38百万円、またこれに伴う敷金等の

支出であるその他の投資活動による支出が１億27百万円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は１億57百万円（前年同期は、使用した資金２億17百万円）となりました。 

 これは主に、短期借入れによる収入が２億50百万円、短期借入金の返済による支出が80百万円、ストックオプシ

ョンの権利行使に伴う自己株式の売却による収入が85百万円、利益処分による配当金の支払額98百万円あったこと

によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価額で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．情報処理サービスは主としてシステム等管理運営であります。 

３．当中間会計期間から事業部門を変更したため、前年同期比較に当たっては前中間会計期間分を変更後の区分

に組み替えて行っております。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価額で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．情報処理サービスは主としてシステム等管理運営であります。 

３．当中間会計期間から事業部門を変更したため、前年同期比較に当たっては前中間会計期間分を変更後の区分

に組み替えて行っております。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．情報処理サービスは主としてシステム等管理運営であります。 

３．前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当該

割合が100分の10に満たないため、記載を省略しております。 

４．当中間会計期間から事業部門を変更したため、前年同期比較に当たっては前中間会計期間分を変更後の区分

に組み替えて行っております。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア開発 5,377,636 108.4 

情報処理サービス 1,796,370 109.4 

エンベデッド・ユビキタス 

／半導体関連 
2,072,346 101.7 

合計 9,246,352 107.0 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア開発 5,434,993 105.8 1,541,414 95.1 

情報処理サービス 2,233,473 105.0 908,650 88.7 

エンベデッド・ユビキタス 

／半導体関連 
2,215,432 104.7 554,129 158.4 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ソフトウェア開発 5,226,535 113.6 

情報処理サービス 1,798,626 110.3 

エンベデッド・ユビキタス 

／半導体関連 
2,017,518 100.7 

合計 9,042,680 109.8 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 (１) 研究開発活動の体制 

 当社は「高度情報社会の先兵となりうる技術力の充実」に向け、ソフトウェア開発部門およびエンベデッド・

ユビキタス／半導体関連部門において、今後の事業基盤となる技術の研究開発を進めております。研究開発は、

技術統括部および営業本部にて推進しております。 

 当中間会計期間における研究開発スタッフは13名（総従業員比0.9％）、研究開発費の総額は95百万円（売上

高比1.1％）であります。 

 (２) 研究開発活動の実施状況 

①ソフトウェア関連基盤に関する研究開発 

ａ．システム開発工程における生産性向上の取り組み 

 システム開発工程での生産性の向上を実現するため、先端技術を調査分析して当社アプリケーション・フレ

ームワークに組み入れ、実プロジェクトへ適用しています。また、先端技術の調査分析から有用な部品群を作

成することによって生産性向上に取り組んでいます。 

ｂ．ＩＴ／業界動向の把握と新技術の調査研究・実装検証 

・各種コンソーシアムへの参画による情報収集と実証実験の実施 

ＯＳＰＧ、ＸＭＬコンソーシアム、ＥＪＢコンポーネントに関するコンソーシアム、Ｔ－Ｅｎｇｉｎｅ

フォーラム等 

・オープンソースに関する動向調査と実装検証  

②Ｔ－Ｅｎｇｉｎｅに関する研究開発 

Ｔ－Ｅｎｇｉｎｅは、ユビキタス・コンピューティング環境構築のためのオープンなリアルタイムシステム標

準開発環境であります。当社はＴ－Ｅｎｇｉｎｅフォーラムに参画し、その情報をもとに、ユビキタス・コンピ

ューティングの実用化に向けた研究を行なっており、新商品開発の一環としてＴｅａｃｕｂｅ（超小型コンピュ

ータ）を使用した顔認証システムの研究および評価を行なっております。 

③セキュリティ関連業務アプリケーション開発 

顔認証や指紋認証など、生体認証関連セキュリティ商品の研究開発を行なっております。Ｗｉｎｄｏｗｓ上の

セキュアな認証方式やＡｃｔｉｖｅＤｉｒｅｃｔｏｒｙとの連動による効果的なユーザ管理の実装方式を研究

し、ＵＳＢトークンを利用した暗号化の実装などにも着手しております。 

これらの研究開発の一環として、顔認証システム「＠Ｆａｃｅシリーズ」ＰＣログオンスタンドアロン版を商

品化し販売開始しました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20および第280条ノ21（ストックオプション制度）の規定に基づき発行した新株予約権は、次の

とおりであります。 

①平成14年６月27日定時株主総会特別決議 

 （注） 新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、権利行使時において、当社の取締役・監査役および従業員ならびに当社顧問の何れかの地位を

有している場合に限り、権利を行使することができる。ただし、権利行使期間到来後、３のただし書きの

場合および任期満了による退任、定年退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合も権利行使

を行える地位を保有しているものとみなし、権利行使することを認める。 

２ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。 

３ 対象者が権利行使期間到来前に死亡した場合、権利喪失事由に該当するものとし、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続は認めない。ただし、対象者が権利行使期間到来後に死亡した場合には、相続

を認める。 

４ その他の権利行使に関する条件については、「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 29,000,000 

計 29,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 (株) 
（平成17年12月14日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,008,560 9,008,560 ジャスダック証券取引所 － 

計 9,008,560 9,008,560 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 466 427 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 466,000 427,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 522,000 522,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月１日 

至 平成19年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格        522 

資本組入額      261 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
取締役会の承認を要す

る。 
同左 



②平成17年６月22日定時株主総会特別決議 

 （注） 新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日(以下、「権利行使開始日」という。)から新株予約権

を行使できるものとする。 

２ 前記１にかかわらず、平成36年６月30日に至るまで新株予約権者が権利行使開始日を迎えなかった場合に

は、平成36年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

３ 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。 

４ 新株予約権者は、付与された権利の譲渡、質入れその他の処分をできないものとする。 

５ その他の権利行使に関する条件については、「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 217 217 

新株予約権の目的となる株式の種類      普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 21,700 21,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100 100 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月23日 

至 平成37年６月22日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格             1 

資本組入額           1 
同左 

新株予約権の行使の条件            （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  取締役会の承認を要する。 同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、当社所有の自己株式が6,605百株、7.33％あります。         

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年4月1日 

～ 

 平成17年9月30日 

－ 9,008,560 － 1,881,867 － 1,749,459 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社セールス・プロモー

ション・センター 
兵庫県神戸市東灘区住吉本町３丁目1-17-205 19,932 22.13 

情報技術開発社員持株会 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号 9,782 10.86 

高橋 信久 兵庫県神戸市東灘区住吉山手一丁目10番50号 4,500 5.00 

高橋 香 兵庫県神戸市東灘区住吉山手一丁目10番50号 4,495 4.99 

内藤 惠嗣 
東京都世田谷区代沢二丁目25番９号ライトヒ

ル301 
3,868 4.29 

三好  千里 大阪府寝屋川市成田町15－17 1,370 1.52 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,320 1.47 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山二丁目２０９ 1,300 1.44 

三好  一郎 大阪府寝屋川市成田町15－17 1,220 1.35 

太田 清 兵庫県神戸市北区桂木三丁目21番５号 1,203 1.34 

計 － 48,992 54.38 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が11,000株(議決権の数

110個)あります。 

なお、当該株式数は上記① 「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  660,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,346,700 83,467 － 

単元未満株式 普通株式   1,360 － － 

発行済株式総数 9,008,560 － － 

総株主の議決権 － 83,467 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

情報技術開発株式

会社 

東京都新宿区西新

宿六丁目８番１号 
660,500 － 660,500 7.33 

計 － 660,500 － 660,500 7.33 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 930 942 990 1,310 1,150 1,147 

最低（円） 738 770 847 925 983 1,015 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,922,788   2,712,910   3,002,789   

２．受取手形   153,905   －   28,003   

３．売掛金  2,711,257   3,161,824   3,288,098   

４．有価証券  753,244   703,432   703,340   

５．たな卸資産  685,116   591,002   434,306   

６．繰延税金資産  75,494   457,102   560,451   

７．その他  248,147   292,681   269,902   

貸倒引当金  △8,630   △19,358   △10,010   

流動資産合計   7,541,323 65.8  7,899,595 63.6  8,276,880 65.8 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※          

(1）建物   728,757   736,278   716,026   

(2）器具及び備品  223,441   215,745   206,410   

(3）土地   275,167   275,167   275,167   

有形固定資産合計   1,227,366 10.7  1,227,191 9.9  1,197,603 9.5 

２．無形固定資産   97,030 0.9  316,258 2.5  210,733 1.7 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  457,389   478,378   481,037   

(2）長期差入保証金  550,585   711,495   626,185   

(3）繰延税金資産  1,024,618   1,159,701   1,079,283   

(4）再評価に係る繰
延税金資産  274,517   274,517   274,517   

(5）その他  281,755   435,223   436,750   

貸倒引当金  △250   △85,482   △250   

投資その他の資産
合計   2,588,617 22.6  2,973,833 24.0  2,897,524 23.0 

固定資産合計   3,913,014 34.2  4,517,282 36.4  4,305,860 34.2 

資産合計   11,454,337 100.0  12,416,878 100.0  12,582,741 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  526,471   587,674   669,436   

２．短期借入金   375,000   170,000   －   

３．未払法人税等  130,184   213,907   842,255   

４．未払費用  1,118,260   1,186,642   1,116,611   

５．その他  211,314   349,082   376,452   

流動負債合計   2,361,230 20.6  2,507,306 20.2  3,004,756 23.9 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  2,478,590   2,628,680   2,542,426   

２．役員退職慰労引当
金  83,930   91,890   89,960   

固定負債合計   2,562,520 22.4  2,720,570 21.9  2,632,386 20.9 

負債合計   4,923,750 43.0  5,227,876 42.1  5,637,142 44.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,881,867 16.4  1,881,867 15.1  1,881,867 15.0 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,749,459   1,749,459   1,749,459   

資本剰余金合計   1,749,459 15.3  1,749,459 14.1  1,749,459 13.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  470,466   470,466   470,466   

２．任意積立金  616,000   616,000   616,000   

３．中間（当期）未処
分利益  2,682,380   3,233,046   3,089,265   

利益剰余金合計   3,768,847 32.9  4,319,513 34.8  4,175,731 33.2 

Ⅳ 土地再評価差額金   △401,300 △3.5  △401,300 △3.2  △401,300 △3.2 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   19,333 0.2  8,631 0.1  669 0.0 

Ⅵ 自己株式   △487,620 △4.3  △369,169 △3.0  △460,829 △3.7 

資本合計   6,530,587 57.0  7,189,001 57.9  6,945,598 55.2 

負債・資本合計   11,454,337 100.0  12,416,878 100.0  12,582,741 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,234,595 100.0  9,042,680 100.0  17,750,634 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,707,010 81.5  6,982,659 77.2  14,313,278 80.6 

売上総利益   1,527,584 18.5  2,060,020 22.8  3,437,356 19.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,334,916 16.2  1,395,444 15.4  2,586,133 14.6 

営業利益   192,668 2.3  664,576 7.3  851,222 4.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  47,590 0.6  31,626 0.4  88,769 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  18,951 0.2  20,223 0.2  37,652 0.2 

経常利益   221,306 2.7  675,979 7.5  902,339 5.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  32,640 0.4  730 0.0  67,129 0.4 

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５  32,297 0.4  190,082 2.1  33,809 0.2 

税引前中間（当
期）純利益   221,649 2.7  486,626 5.4  935,658 5.3 

法人税、住民税及
び事業税  105,790   189,000   938,000   

法人税等調整額  △5,656 100,134 1.2 17,485 206,485 2.3 △532,511 405,489 2.3 

中間（当期）純利
益   121,514 1.5  280,141 3.1  530,169 3.0 

前期繰越利益   2,560,866   2,958,956   2,560,866  

自己株式処分差損   －   6,051   1,771  

中間（当期）未処
分利益   2,682,380   3,233,046   3,089,265  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
    

税引前中間（当期）純利

益 
 221,649 486,626 935,658 

減価償却費  57,212 54,780 118,938 

減損損失  － 8,805 － 

退職給付引当金の増減額

（減少：△） 
 61,362 86,254 125,198 

役員退職慰労引当金の増

減額（減少：△） 
 △23,290 1,930 △17,260 

貸倒引当金の増減額（減

少：△） 
 △2,640 94,580 △1,260 

受取利息及び受取配当金  △2,414 △12,306 △3,908 

支払利息  2,012 623 3,274 

投資有価証券売却益  － － △35,869 

固定資産除却損  23,465 22,466 24,977 

投資有価証券評価損  － 60,000 － 

ゴルフ会員権償還損  － 3,500 － 

売上債権の増減額（増

加：△） 
 829,155 154,276 378,215 

たな卸資産の増減額（増

加：△） 
 △352,408 △156,695 △101,598 

仕入債務の増減額（減

少：△） 
 △215,769 △81,762 △72,804 

未払消費税等の増減額

（減少：△） 
 △79,040 △36,669 △17,505 

未払費用の増減額（減

少：△） 
 △21,997 70,030 △23,644 

役員賞与の支払額  △23,500 △32,100 △23,500 

その他  △21,558 △21,236 △17,155 

小計  452,237 703,104 1,271,755 

利息及び配当金の受取額  2,465 12,311 3,963 

利息の支払額  △1,756 △1,024 △2,623 

法人税等の支払額  △354,799 △812,551 △479,873 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
 98,146 △98,160 793,222 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
    

投資有価証券の取得によ

る支出 
 △82,030 △43,961 △152,914 

投資有価証券の売却によ

る収入 
 47,592 － 110,289 

関係会社株式の取得によ

る支出 
 － － △111,050 

有形固定資産の取得によ

る支出 
 △94,877 △38,461 △103,466 

無形固定資産の取得によ

る支出 
 △22,268 △173,029 △68,352 

貸付けによる支出  － － △10,000 

貸付金の回収による収入  10,000 15,000 10,000 

その他の投資活動による

支出 
 △36,918 △127,646 △173,027 

その他の投資活動による

収入 
 1,170 19,389 6,405 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
 △177,331 △348,709 △492,116 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
    

短期借入れによる収入  275,000 250,000 275,000 

短期借入金の返済による

支出 
 △395,000 △80,000 △770,000 

自己株式の取得による支

出 
 △41 － △77 

自己株式の売却による収

入 
 － 85,608 25,056 

配当金の支払額  △97,245 △98,523 △97,460 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
 △217,287 157,084 △567,481 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る

換算差額 
 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減

額（減少：△） 
 △296,472 △289,785 △266,375 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首

残高 
 3,972,505 3,706,129 3,972,505 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
※ 3,676,033 3,416,343 3,706,129 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 ８～47年

器具及び備品 ３～15年

  

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的分 

見込販売数量に基づく償却

額と残存有効期間に基づく

均等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を計上して

おります。 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的分 

同左 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア 

市場販売目的分 

同左 

 自社利用分 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

自社利用分 

同左 

自社利用分 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各発生

事業年度の翌事業年度に一括

費用処理することとしており

ます。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異は、各発生

事業年度の翌事業年度に一括

費用処理しております。 

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

 なお、平成17年６月22日開

催の定時株主総会の日をもっ

て役員退職慰労金制度は廃止

となり、「役員退職慰労引当

金」は制度適用期間中から在

任している役員に対する支給

予定額であります。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用しており

ます。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

「その他」に含めて表示しており

ます。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用しており

ます。 

 

 

 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純利益

は8,805千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２月

13日））が公表されたことに伴い、当

中間会計期間から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割21,050千円を販売費及び一般管理

費として処理しております。 

────── （外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２月

13日））が公表されたことに伴い、当

事業年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本

割47,038千円を販売費及び一般管理費

の「租税公課」として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※有形固定資産の減価償却累計額 1,397,575千円 1,392,926千円 1,422,272千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なも

の 

   

受取利息 

受取配当金 

不動産賃貸料 

生命保険配当金 

生命保険事務取扱手数料

生命保険金 

1,556千円 

858 

5,585 

31,625 

3,609 

－ 

914千円 

11,392 

6,551 

7,385 

3,524 

－ 

2,713千円 

1,195 

13,398 

31,625 

7,175 

23,160 

※２．営業外費用のうち主要なも

の 

   

支払利息 

不動産賃貸費用 

2,012千円 

16,679 

623千円 

15,924 

3,274千円 

34,118 

※３．特別利益のうち主要なもの    

投資有価証券売却益 

貸倒引当金戻入額 

事務所移転補償金 

－千円 

2,640  

30,000  

－千円 

730  

－  

35,869千円 

1,260  

30,000  

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却・除却損 

固定資産除却損 

   

建物 

器具及び備品 

ソフトウェア 

投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権償還損 

減損損失 

貸倒引当金繰入額 

事務所移転費用 

（内固定資産除却損） 

  （建物） 

  （器具及び備品） 

－千円 

40 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

32,256 

  

(20,148) 

(3,276) 

20,752千円 

1,548 

165 

60,000 

3,500 

8,805 

95,310 

－ 

  

(－) 

(－) 

350千円 

1,202 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

32,256 

  

(20,148) 

(3,276) 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

※５．減損損失 

  

  

 ─── 

  

  

      8,805千円 

 当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産に 

ついて減損損失を計上し

ております。 

場所 本社（東京都新宿

区） 

用途 遊休 

種類 電話加入権（無形

固定資産） 

 当社は、稼動資産にお

いては各地域の事業拠点

をグルーピングの単位と

し、遊休資産について

は、各資産をグルーピン

グの単位としておりま

す。 

 上記の資産は、遊休状

態にあり将来の用途が定

まっていないため、各々

の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少

額（8,805千円）を減損損

失として特別損失に計上

しております。 

 なお、回収可能価額は

正味売却価額により測定

しており、取引事例価額

等を基礎として評価して

おります。 

  

 ─── 

  

  

６．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

43,764千円 

13,447 

40,613千円 

14,166 

91,571千円 

27,367 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,922,788千円 

有価証券勘定 753,244 

現金及び現金同等

物 
3,676,033 

現金及び預金勘定 2,712,910千円 

有価証券勘定 703,432 

現金及び現金同等

物 
3,416,343 

現金及び預金勘定 3,002,789千円 

有価証券勘定 703,340 

現金及び現金同等

物 
3,706,129 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取  得 
価  額
相 当 額 
（千円） 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

中間期末
残  高
相 当 額
（千円）

器具及
び備品 

222,732 116,494 106,237

その他 9,033 5,290 3,742

合計 231,765 121,784 109,980

 

取  得
価  額
相 当 額
（千円）

減価償却
累 計 額
相 当 額
（千円）

中間期末
残  高
相 当 額
（千円）

器具及
び備品

216,796 119,497 97,299

その他 10,834 4,753 6,080

合計 227,630 124,251 103,379

 

取  得 
価  額
相 当 額 
（千円） 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

期  末
残  高
相 当 額
（千円）

器具及
び備品

258,265 134,650 123,615

その他 10,862 6,292 4,569

合計 269,128 140,942 128,185

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 31,996千円 

１年超 81,523千円 

合計 113,519千円 

１年内 30,609千円 

１年超 76,417千円 

合計 107,027千円 

１年内 35,234千円 

１年超 96,629千円 

合計 131,863千円 

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 19,619千円 

減価償却費相当

額 
18,203千円 

支払利息相当額 976千円 

支払リース料 22,147千円 

減価償却費相当

額 
24,345千円 

支払利息相当額 1,829千円 

支払リース料 41,560千円 

減価償却費相当

額 
38,842千円 

支払利息相当額 2,481千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 56,835 87,634 30,798 

(2）その他 6,601 8,361 1,760 

合計 63,437 95,995 32,558 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 21,000 

(2）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 702,888 

中期国債ファンド 50,356 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 361,394 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 105,846 111,854 6,007 

(2）その他 56,601 65,130 8,528 

合計 162,447 176,984 14,536 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 121,050 

(2）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 653,072 

中期国債ファンド 50,360 

非上場株式 301,394 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

  関連会社につきましては、損益等からみて重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  関連会社につきましては、損益等からみて重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  関連会社につきましては、損益等からみて重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 61,914 62,140 226 

(2）その他 56,601 57,503 902 

合計 118,515 119,643 1,128 

 貸借対照表計上額（千円） 

 (1）子会社株式及び関連会社株式 121,050 

 (2）その他有価証券  

マネー・マネージメント・ファンド 652,981 

中期国債ファンド 50,358 

非上場株式 361,394 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 802.67円 

１株当たり中間純利益

金額 
14.94円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
14.60円 

１株当たり純資産額 861.16円 

１株当たり中間純利益

金額 
33.95円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
32.96円 

１株当たり純資産額 844.75円 

１株当たり当期純利益

金額 
61.16円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
59.83円 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 121,514 280,141 530,169 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 32,100 

 （うち、利益処分による役員賞与） － － (32,100) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
121,514 280,141 498,069 

期中平均株式数（千株） 8,136 8,252 8,143 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（千株） 188 247 181 

（うち新株予約権） (188) (247) (181) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

──── ──── ──── 



(2）【その他】 

 平成17年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (イ) 中間配当による配当金の総額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥75,033千円 

 (ロ) １株当たりの金額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９円00銭 

 (ハ) 支払請求権の効力発生日ならびに支払開始日‥‥‥平成17年12月２日 

 (注) 平成17年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第37期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月23日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成１６年１２月９日

情報技術開発株式会社     

取締役会 御中     

      

  あ ず さ 監 査 法 人 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 平井  清   印 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 寺田 昭仁  印 

      

      

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている情報技

術開発株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、情報技術開発株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成１７年１２月１３日

情報技術開発株式会社     

取締役会 御中     

      

  あ ず さ 監 査 法 人 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 平井  清   印 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 寺田 昭仁  印 

      

      

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている情報技

術開発株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、情報技術開発株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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